


中小企業の年金制度の状況について 

現状、確定拠出年金（企業型）の普及は大企業が中心であり、中小企業への普及は、

おそよ70％を占める日本の労働者の年金問題※を解決するための対策となります。 

一般的に「中小企業」の給与水準は大企業よりも低水準であることが多く、よ

り早い段階で老後資金を準備することが必要です。 

日本企業の約90%が「中小企業」にあたり、その従業員は全労働人口の

約70%を占める。

～老後年金問題を解決に向けて～

※会社を離職したときに企業型DCを適切に処理せず、国の機関に強制格納された「自動移換者」は
DC難民と言われます。中小企業に企業型が普及することで、自動移換者の受け皿となり、企業型のポ
タービリティ制度が充実します。 

※「2025年版 中小企業白書・小規模企業白書」より



企業型確定企業年金制度とは
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よくあるご質問（Ｑ＆Ａ）







運用

掛金上限/月

社会保険料負担額

加入制限

その他

受け取り

個人が運用

62,000円

軽減可

役員も拠出可

相対的に利回りが良く
なる可能性が高い
企業負担額が一定

原則60歳以上

機構が運用

30,000円

上乗せ部分は対象外

役員は拠出不可

拠出3年未満だと
返戻率100%未満

1年間国からの助成あり

退職時に受け取り可能

保険会社が運用

商品による

軽減不可

役員原則必須

損金算入は原則１/2
会社への貢献などに

応じた変更は原則不可

基本満期想定
（早期解約では返戻率が大幅マイナス）

保険会社が運用

商品による

軽減不可

経営者または役員のみ

税制改正で損金算入率が
変わり、40％などに

相続税対策等で一部活用

商品による

基金等が運用

商品提供側が設定
（40万円など）

軽減可

役員も拠出可

委託運用状況等により、
企業に追加負担の

可能性あり

退職時に受け取り可能













５ 選択制の制度設計例



５ １選択制の制度設計例（役員の場合）



５ 上乗せの制度設計例



５ 上乗せ＋選択制の制度設計例



５ マッチングの制度設計例



６ 従業員の掛金設定について



６ 役員の掛金設定について



６ 退職年金の給付シミュレーション
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都内在住 50歳 会社経営者

・現在の年間報酬は1,200万円
・これまで確定拠出年金の積立は未経験

役員報酬を年間
で74.4万円増額

年間の確定拠出年金
の掛金を74.4万円に設定

POINT
確定拠出年金の事業主掛金は全額非課税
です。掛金として積み立てることで、法
人から個人への所得移転となります。

POINT
役員報酬として受け取るケースAと比較し
て、年間で27万円の税・社会保険料が軽減
されるため、負担軽減が期待できます。
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料率（年率）資産残高区分
0.110%5 億円以下の部分
0.099%5 億円超10 億円以下の部分
0.088%10 億円超20 億円以下の部分
0.077%20 億円超50 億円以下の部分
0.066%50 億円超100 億円以下の部分
0.055%100 億円超の部分

【参考】ご負担いただく運営管理手数料の目安について

※資産管理手数料は年金資産残高等により変動するため含めておりません。

移換手数料

還付手数料

掛金停止作業費

加入者が退職した際、他制度への資産移換や脱退一時金に係る費用としてご負担いただきます。

退職等の届け出が遅れたために掛金が拠出、運用商品を購入してしまった時に会社に返金する組戻し手数料です。

掛金の拠出の停止する際に必要となる作業のための費用です。

1,000円（１名あたり）

5,000円～（１回あたり）

4,000円（1名1回あたり）

変更申請等代行費用・制度保全事務費

制度導入後の規約等の変更（脱退や加入者範囲変更等）に係る厚生局への変更申請代行費用もしくは関連諸規程
の変更における制度保全事務費につき、その変更内容に応じて手続き 1 回あたり左記費用をご負担いただきます。

5,000~50,000円（１回あたり）

その他費用

基本費用

初期費用

被保険者50名未満の場合

230,000円 加入者1名
あたり

従量費用 @3,000円

経常費用/年

183,600円

@6,000円
加入者1名あたり加入者1名あたり
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受取開始年齢通算加入者等期間受取開始年齢通算加入者等期間

歳年～ 年未満歳年以上

歳年～ 年未満歳年～ 年未満

歳年未満歳年～ 年未満









当パンフレットは、作成日時点における信頼できる情報に基づいて作成していますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。今後、外部環境の変化、法令や税制等の

改定により、取扱内容が変更される場合があります。また、会計、税務、法律面の取り扱いにつきましては、各専門家にご確認のうえ、自らご判断ください。
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